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中南米等の農産物輸出入規制に関する基本政策 

Ⅰ 主要国の輸出規制 

 

はじめに 

世界の主要穀物輸出国が 07 年半ばから 08 年半ばにかけて輸出規制を実施したのは、

2006年 9月半ばから始まった穀物高騰に対し、自己防衛するためであった。その目的は、

繰越在庫を増やして国内市場への十分な供給を確保し、インフレの芽を摘んで食糧価格の

高騰に不安を募らせる国民が、騒動を起こさないようにするためであった。言い換えれば、

国内の政治的安定を保つことにあった。 

 

それ以外の理由は考えにくい。なぜなら穀物価格が高騰しているから、輸出余力があれ

ば激しい価格競争に巻き込まれることなく輸出を増やし、貴重な外貨収入を得られるから

である。 

 

本稿では先ず、穀物高騰の原因を探ってみる。次に、穀物高騰が穀物輸入国にどのよう

な影響を与えたか、穀物輸出政策がどのように変化したかを跡付ける。最後に、世界各国

で増産が促された結果、需給は緩和したが、輸出規制を行っていた国々は需給緩和を見て、

その政策を変更し、あるいは規制を解除したかどうかを検証したい。 

 

１） 穀物価格高騰の原因 

2006 年 9 月後半から穀物価格が値上がりを始めた。とくに 2007 年 12 月から 08 年 7

月初めまでの高騰は異常であった。たとえば、シカゴ商品取引所の小麦価格は 08 年の年

初から急騰し、2月 27日にはブッシェル当たり 12.80ドルと過去最高を更新した。トウモ

ロコシは 2008年 6月 27日に 7.5475ドルを付け、史上最高価格を更新した。さらに大豆

は 7月 3日に 16.58ドルを付けた。 

 

穀物高騰には 4つの原因が重なり合っていた。第１の原因は、小麦の世界的な減産によ

る需給逼迫であった。小麦は前年（2007年）のオーストラリアの旱魃（2006年、07年の

2年連続）、欧州連合（小麦の 10%減反が実施されていた）全域での高温（大雨に見舞われ

たドイツの西半分、フランスの西半分、イギリス南部を除く）、旧ソ連を含む東欧諸国での

熱波の被害、カナダの春先の低温と 7月の高温の影響を受けて不作に終わった。またユー

ロの対ドル為替レートが急騰したため、欧州連合産の小麦が国際競争力を失い輸出が急減

した。 

 

穀物高騰の第 2の原因はドル安である。ドル安がアメリカ穀物輸出の急増加を後押しし
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た。ドル安には長期的な要因と、短期的な要因の 2つがある。長期的なドル安は、ジョン

ソンとニクソンの 2人の大統領、それにアラブ諸国と石油輸出国機構（OPEC）によって

作り出された。 

 

ジョンソン大統領は 1965年終わりから 70年にかけてベトナム戦争を拡大したが、その

戦費を戦時の鉄則である増税もせず、戦時債も発行せずに賄った。どうしたのか。ジョン

ソン大統領は財務省に国債の発行を命じたのである。新発国債 680 億ドルのうち 90 億ド

ルは民間が引き受けたが、残り 590億ドルは連邦準備制度理事会（FRB）を説き伏せ、強

引に引き受けさせた。こうして大統領は、680億ドルの戦費を調達したのである1。 

 

もう 1人のニクソン大統領は、1971年 8月 15日、「新経済政策」を発表し、その中で

「金とドルとの交換停止」を宣言した。ニクソンが大統領に就任した時（71年）、1957年

末に 225億ドルあったアメリカの金保有高は、すでに 102億 4600万ドルまで減少してい

た。これに対し、海外のユーロドルは 500億ドルに達していた。 

 

このユーロドルを金と交換してくれといわれたら、フォートノックスの地下金庫に収め

られている金塊は一瞬で姿を消す。それでニクソンはドルと金の交換を停止した。他に方

法がなかったのだ。しかし、ニクソンがドルと金との交換を停止し、アメリカの金融シス

テムに第二の致命傷を与えなかったならば、インフレは抑制できたかもしれない。 

 

ドル安を引き起こした 3人目の張本人はアラブ諸国と石油輸出国機構である。かれらは

73年と79年に2度の石油ショックを引き起こし、アメリカ経済に壊滅的な打撃を与えた。

アメリカ政府は急騰した輸入原油の代金を支払うため、再びドルを増刷し産油国へ渡した

のである。増刷されたドルに見合う財やサービスが生産されればインフレは起こらない。

だが十分な財やサービスが生産されなければ、ドルは供給過剰となりインフレが起こる。 

 

60年代のベトナム戦争と 70年代の 2度の石油ショックは、構造的なドル安を生み出し

た。それ以来、ドル安はアメリカ経済の宿痾となり、現在も足を引っ張り続けている。 

 

短期的なドル安は、アメリカ政府の政策金利の誘導目標であるフェデラル・ファンド金

利（FF＝米国の銀行は預金残高の一定割合を連邦準備銀行に預け入れる義務がある。その

残高が不足した時、市中で他の銀行から借り入れを起こす。その借り入れ金利を FF レー

トという）の引き下げによって作り出された。連邦準備制度理事会（FRB）は、サブプラ

イムローンの焦げ付きに端を発した金融不安に対処するため、FF 金利を 2007 年 9 月の

                                                  
1 Paul Erdman, “Paul Erdman’s Money Book: An Investor’s Guide to Economics and Finance”, Random House, 

New York, 1983, pp.50-54. 
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5.25％から 08年 6月の 2.0％まで連続して引き下げたのである。 

 

急速なドル安は対ユーロの為替レートに如実に現れている。ドルの対ユーロ・レートは

2002 年夏（ナイン・イレブンの翌年）には 1 ユーロ＝0.9 ドルであったが、12 月には 1

ユーロ＝1.0ドルになった。それからは一本調子でユーロ高が進んだ。2008年 4月にはと

うとう 1 ユーロ＝1.6 ドルになった。ドル安に歯止めがかかる気配はなかった。ドルに対

する信認は取り戻せないままであった。 

 

FRBのバーナンキ議長は住宅バブルが破裂し、住宅価格が急落した結果、融資が焦げ付

いて回収不能に陥った金融機関を救出することを最優先の政策課題とせざるを得なかった。

インフレ防衛はもちろん視野に入っていたが、対策は後回しにされた。FRBの金融政策は

信用収縮の解決が優先されたのである。 

 

この現実を目の当たりにした国際投機筋は、FRBの選択肢が限られていること、サブプ

ライム問題とドル安に同時に対処することはできないと読んだ。ドル安と原油高のトレン

ドはまだ続くと考えたのである。投機筋にとって、ドル安とその先にあるインフレに対す

る有効なヘッジ（損失回避）手段は、ドルと逆相関の関係にある金や原油の先物を買うこ

とである。投機資金が流入した金や原油相場が急騰するのも無理はなかった。 

 

穀物高騰の第 3の原因はアメリカ政府の導入したエタノール政策にある。この政策には

トウモロコシに対する新しい需要を作り出し、補助金を給付してエタノールに価格競争力

を持たせ、輸入エタノールに高関税を課して、エタノール産業を保護しようとする意図が

あった。この政策の実施によってエタノール向け需要が急増し、トウモロコシ需給が逼迫

した。 

 

穀物高騰の第 4の原因は投機資金の流入、とくに商品指数ファンドの積極的な投資によ

るものであった。商品指数ファンドとは金、原油、穀物など複数の先物価格を数値化した

総合指数を売買する機関投資家である。その運用残高はここ 5 年で 10 倍以上に膨らんで

いた。 

 

商品指数ファンドの投資手法は中長期の買い持ち（buy and hold）が原則である。彼ら

は基本的に反対売買によって契約を結了することはない。その代わり、買い持ちを積み上

げ、先物の限月を期先へ期先へと乗り換えていく。限月（先物の取引が終了する月）の乗

り換え（roll-over）とは、期近限月を売って期先限月を買うことをいう。穀物が高騰して

いた時は、商業筋とヘッジファンドが売りに回ったのに対し、商品指数ファンドはそれを

上回る買いを建てて相場を押し上げた。つまり、商業筋の売り＋ヘッジファンドの売り≦
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商品指数ファンドの買い、という関係になっていたのである2。 

 

5 月末には投資ファンドに対する規制強化の議論が沸き起こった。そこで CFTC

（Commodity Futures Trading Committee =米先物取引委員会）は過熱する投資に対し、

強い調子で警告を発した。先物市場に対する監視と規制を強化するとの発言を繰り返し、

言外に、投資ファンドに持ち高を減らすように圧力をかけたのである。この口先介入は効

果があった。ファンドの買い持ち高が減少し始めたのだ。 

 

商品市場の価格高騰を先導していたニューヨーク原油相場（WTI先物）は 08年 7月 11

日のバーレル当たり 147.22 ドルをピークに暴落した。他方、穀物相場は 8 月前半に、一

時反発したが、08年 9月 15日のリーマンブラザーズの破綻を受けて急落。金融危機にと

もなう信用収縮が主因であった。穀物市場では価格メカニズムが働きづらくなり、価格低

迷が続いた。12 月 5 日には、トウモロコシ（期近、終値）が 2.935 ドル、大豆が 7.835

ドル、小麦が 4.5775ドルへ値下がりした。 

 

２） 小麦は史上最高価格を大幅更新 

上述のように、穀物急騰の引き金を引いたのは小麦の世界的な不作であった。オースト

ラリアが 100 年に一度といわれる旱魃に 2 年連続して襲われた。旧ソ連は熱波にやられ、

欧州連合は高温・乾燥に見舞われ、カナダも熱波の被害を受けた。 

 

2006/07年度の世界小麦生産高は 6億 1019万トンで、05/06年度の 5億 9610万トンを

1409万トン下回った。需要も 7億 2289万トンと 7億 3577万トンから 1288万トン減少

した。輸出は 1億 1616万トンから 1億 1120万トンへ 496万トン少なくなった。減産に

よって輸出余力が乏しくなったのである。翌 07/08年度には、生産高が 6億 1060万トン

へ 1440万トン増加する一方、輸出は 1億 1538万トンで 1億 1120万トンから 418万トン

増えた。この程度なら需給が多少逼迫するだけだから、輸出規制をする必要はなかったか

もしれない。なぜなら小麦は 1年に 2回、春と秋に収穫される。それに 6ヵ月後には南半

球からの供給が加わるからだ。 

 

ところが、小麦価格が実態以上に値上がりした。なぜか。株式市場から逃げ出した資金

の一部が、商品市場へ流れ込んだのだ。株式市場へ投じられている資金が 5200 兆円であ

るのに対して、商品市場へ向けられている資金はせいぜい 60 兆円程度である。商品市場

へ投入される金額は、株式市場へ投じられる金額の、90分の 1に過ぎない。これでは株式

市場から商品市場へわずかな資金が移動しただけでも、商品価格が急騰する。「世界の主食」

である小麦の値上がりを見て、一部の国々の政府が神経をとがらせたのも無理はなかった。 

                                                  
2 CFTC, 2008年 9月 9日. 
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３） 国際コメ価格急騰 

「アジア・モンスーン地帯の主食」であるコメの国際価格も、2007年 6月から 08年 5

月にかけて急騰した。輸出価格の指標となるタイ産（長粒種、1 等、精米）は 08 年 4 月

18日に 1トン当たり 950ドルへ上昇し、08年 5月 21日には史上最高の 1074ドルを付け

た。1年間で 2.5倍もの値上がりであった3。小麦やトウモロコシや大豆とは異なり、コメ

は相対取引が基本で、価格指標になる中心的な先物市場はない（CBOTにはモミ米の先物

が上場されているが、取引数量は限られている）。コメ価格には現物の需給関係が、直接、

反映される。すなわち、コメは不作になって供給が急減すると「無い物高」になって青天

井で値上がりし、豊作になればなったで「余り物に値無し」でとめどなく値下がりする傾

向がある。 

 

テレビ・ニュースでも香港のコメ小売店の店頭からコメが姿を消した様子や、タイでコ

メ泥棒が横行している場面がさかんに放映された。しかし、コメ需給はニュースで伝えら

れるほどには逼迫していなかった。なぜなら、コメ生産高は増加していたからである。 

 

米国農務省の需給予測によれば、2007/08年度の世界コメ生産高は 4億 3114万トンで、

前年度から 1054 万トン増加した。主要生産国では中国が 1 億 3022 万トン（前年度 1 億

2720万トン）、インド 9643万トン（同 9335万トン）、ベトナム 2438万トン（同 2292万

トン）、タイ 1930 万トン（同 1825 万トン）、ミヤンマー1073 万トン（同 1060 万トン）

で、いずれも前年実績を上回っている。エジプトは 439万トン（同 438万トン）で横ばい

であった。 

 

他方、恒常的なコメ輸入国であるインドネシアは 3580万トン（前年度 3530万トン）、

フィリピンは 1008万トン（同 978万トン）で、両国とも増産になっている。違っている

のは、輸出市場への出回りが 3037 万トンで、前年度（2006/07 年度）の 3130 万トンを

93万トン下回ったことだけである4。 

 

それなら、コメはなぜ値上がりしたのか。輸出市場に出回るコメが減ったからではない。

その理由は小麦価格の暴騰にある。世界の主要コメ生産国（大部分は発展途上国）でも主

食の座はコメと小麦が争っている。貧しいコメ生産国でも人々の所得が増えるにつれて、

国民一人当たりのコメ消費量は頭打ちになり、やがて減少に向かう。一方、小麦（粉）の

消費量はジワジワ増加し、同時に砂糖と油脂の消費量が増える。これは発展途上国の食習

慣における最初の変化である。国民の所得が増加し始めたコメ生産国では、海外から小麦

を輸入し、コメと並ぶ主食として摂取するのである。 

                                                  
3 『日本経済新聞』2008年 6月 6日. 
4 USDA, WASDE, January 12, 2009. 
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しかし小麦が未曾有の水準へ値上がりすれば、貧しい発展途上国は輸入を減らさざるを

得ない。外貨が不足しているからだ。その上、水で研いで炊くだけのコメとは違い、小麦

は製粉され加工されて食品として消費者の口に入るまでに、コスト（小麦粉の加工には油

脂や砂糖を使う）がかかる。低所得者層の人々が、小麦粉の値上がりを受け入れられなく

なり、その結果、主食のコメ消費を増やしたらどうなるのか。一時的にコメ需要が増大し、

コメ価格は急騰する。このようにコメの値上がりは小麦の急騰によって引き起こされたと

考えれば納得がゆく。 

 

アジア各国では 90年代から 00年代初めにかけてコメが増産され、コメ価格は全般的に

低迷した。小麦粉の消費が増える一方、コメ消費が伸び悩んでいたからである。しかし、

06年のオーストラリアの旱魃によって様子が変わった。小麦が値上がりし始めたのだ。07

年に入っても、小麦価格の高騰は続いた。シカゴ商品取引所の小麦価格は、2008 年 2 月

27日、ついに 1ブッシェル当たり 12.80ドルの史上最高価格を付けた。 

 

70年代の後半から 00年代初めまで、コメ生産国はコメを 1万トン輸出すれば、小麦を

2万トン以上輸入できた。しかし、07年に小麦価格が暴騰すると、コメを 1万トン輸出し

ても小麦を 1万トン輸入することができなくなった。この結果、長い間続いてきた「コメ

高、小麦安」の状況が、「コメ安、小麦高」へ急転回したのである。 

 

これに加えて、ベトナム、中国、インド、タイそれにエジプトが輸出量に上限を設けた

り、輸出税を課したり、標準品の輸出を停止したりして、輸出を減らしたため、コメ価格

が暴騰した。その結果、コメと小麦の価格差が大幅かつ急激に調整され、「コメは小麦より

高い」という従来の価格関係が取り戻されたのである。 

 

４） 各国の輸出規制措置 

主食の小麦の暴騰を見て、輸出規制に踏み切る政府が出てきた。代表格は旧ソ連のロシ

ア、ウクライナ、中国、インド、アルゼンチンであった。 

 

ロシアは 2007 年 11 月から小麦（10%）と大麦（30%）に輸出税を賦課した。08 年 1

月 29日からは小麦の輸出税を 40%へ引き上げた（大麦は据え置き）。ウクライナは 07年

11月から小麦、大麦、ライ麦に輸出枠を設定した。 

 

中国は 2007年 12月 20日、コメ、小麦、トウモロコシ、大豆などの増値税の還付を取

りやめ、実質的に増税した。次いで、12月 30日には、08年 1月 1 日から 1年間の暫定

措置として、小麦、トウモロコシ、大豆などの穀類や穀物加工品に 5～25%の輸出税を課

すことを発表した。輸出を減らし国内供給を増やすことで、食品価格の高騰に歯止めをか
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けるためであった。 

 

インドは 207年 9月から小麦の輸出を、10月からコメの輸出を停止した。08年 4月 1

日から高品質米（バスマチ種）を除く、普及米の輸出を禁止し、高品質米の最低輸出価格

を 1200ドルへ引き上げた。08年 7月からはトウモロコシの輸出も禁止した。 

 

アルゼンチンは 2006年 11月からトウモロコシの、07年 3月から小麦と小麦粉の輸出

登録を停止した。07年 5月 11日から大豆に 35%の輸出税を賦課している。 

 

ベトナムは 2006年 11月から 08年 1月までコメ輸出を禁止。08年 5月に再びコメ輸出

を禁止、6月末まで禁止措置を延長した。08年 8月 15日から 10月 15日まで輸出税に移

行し、輸出税を課した。 

 

それなら伝統的な穀物輸出国はどうだったのか。アルゼンチンを除けば、輸出規制を行

わなかった。アメリカを初めとして、カナダ、オーストラリア、欧州連合とは自由に取引

ができた。ブラジルは政府備蓄のコメ輸出を禁じただけで、それ以外の輸出は自由であっ

た。これらの国々は、輸出規制を実施することは、天に向かって唾するようなもので、結

局、高くつくことを、アメリカの 1973 年、75 年、80 年の前後 3 回の穀物禁輸の経験か

ら学んでいたのだ5。 

 

世界の主要国を（1）輸出国（exporting countries）、（2）輸入国（importing countries）、

（3）自足国（self-sufficient countries）、の 3つに分類するとどうなるか。 

輸出国＝アメリカ、オーストラリア、カナダ、ブラジル、アルゼンチン（BRICs） 

輸入国＝日本、韓国、台湾、モロッコ、エジプト、欧州連合、サウジアラビア 

自足国＝中国、インド、ロシア 

になる。 

 

輸出国の中で規制を実施しているのはアルゼンチンだけである。規制の実施によってア

ルゼンチンは輸入国の信頼を失った。輸入国にとって、（1）積込能力の不足による滞船＝

滞船料（demurrage）の支払い、出港日時の遅延、（2）ストライキの発生＝ストライキ解

決後は輸出契約が売り手側に有利な条件で処理される、（3）穀物の品質や状態にバラツキ

があることは買付けの障害になる。輸出規制など論外である。アルゼンチンが穀物市場か

ら撤退するなら話は別だが、輸出国の一員であり続けるつもりなら、フェルナンデス政権

の輸出政策は支持できない。 

 

                                                  
5 日本経済新聞社編（1988）『ルポルタージュ 農業改革：過剰との闘い』日本経済新聞社, 74ページ. 
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ところで欧州連合は 67年 7月に加盟 6ヵ国で発足した欧州経済共同体（EEC）が前身

である。その加盟国は 73年 1月に 9ヵ国、81年 1月に 10ヵ国に増え、欧州共同体（EC）

時代の 86 年 1 月には 12 ヵ国に拡大した。その後 93 年 11 月には欧州連合へ改組され、

95年 1月に 15ヵ国、04年 5月に 25ヵ国、そして 07年 1月から 27ヵ国へと版図を広げ

た。この結果、穀物輸出国から輸入国へと性格が変った。しかし、依然として小麦の主要

輸出国、大豆の恒常的な輸入国である。 

 

BRICs諸国はどうか。これらの国々は基本的に自給自足が可能で、豊作になれば輸出国

に早変りし、不作になれば輸入国に転じるか、輸出を規制するという二面性を持つ。ただ

し、全体としては、輸出国の範疇に入ると考えてよい。 

 

５） 異常な高値は終息に向かう 

コメ価格の急騰は、前述のように小麦の暴騰という他律的な要因によって引き起こされ

た、一過性のものであった。案の定、コメは 2008 年 6 月から値下がりし始めた。なぜな

ら 6月になればタイから 08年の新穀（2月に田植えされる）が出回ってくるからである。

それでも間に合わなければ、08年の二期作の裏作として作付けされる新穀（8月に田植え

される）が 11 月に市場に出回ってくる。新穀が出回るようになれば価格高騰は収まるの

がふつうである。 

 

その上、小麦が値下がりして安く買えるようになれば、緊急避難でコメに戻っていた需

要が、再び小麦に帰ってくる。コメが増産になり、小麦の供給が増加すれば、コメ価格が

値下がりするのは当然である。ちなみにタイ産米一等（100%、精米）は 2008年 4月上旬

にトン当たり 827ドル、5月下旬に 1074ドルへ値上がりしたが、12月下旬には 520ドル

へ下落した。 

 

 穀物急落の背景には、08年の上半期に穀物市場の相場高騰を演出していた要因がすべて、

7 月半ばからオセロが白から黒へひっくり返るように、一気に暗転したことがある。なぜ

なら、（1）価格高騰に後押しされて世界中で小麦が増産され、需給が緩和した、（2）ドル

安が修正されドルが強含んでいる（その結果、輸出ドライブがかかりにくくなった）、（3）

エタノールが一時的な供給過剰に陥り、エタノール工場の操業率が急低下した、（4）投機

資金が商品市場から引き揚げたからである。 

 

そこへ 9 月 15 日にリーマンブラザーズの破綻が起き、穀物市場へも壊滅的な打撃を与

えた。アメリカ発の金融危機は世界各国へ伝染し、極端なまでの金詰りが起こった。浮き

足立った投資家は株式市場で株を売却し、代金をドル（現金）に換えて安全資産として保

有した。ドルの代わりに金を購入し、ドル安に対するヘッジをかける投資家も少なくない。
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だが大多数の投資家は目下のところ「リスクが大きく、リターンの小さい」商品市場に近

づけないでいる。穀物相場が勢いをなくすのもやむを得ないだろう。 

 

６） 輸出規制の解除 

穀物高騰は農家の収入増大に直結する。高値に後押しされた農家は世界中で穀物を増産

した。その結果、需給は緩和し、穀物価格はピークから 60%も値下がりした。これを見て、

輸出規制を撤回したり、緩和したり、解除したりする国が出てきた。 

 

先頭を切ったのはロシア（旧ソ連）である。ロシアのメドベージェフ大統領は 2008年 6

月 7 日、政府主催のサンクトペテルブルク国際経済フォーラムで演説し、「多くの国々が

採用した（穀物）輸出規制は長期的には問題を深刻化させる」と指摘し、続けて「（規制は）

短期的に国内市場を安定化させる」と説明した上で、7月 1日以降輸出関税を撤廃する意

向であることを示唆した6。 

 

ロシア政府は約束通り 2008年 7月 1日、小麦や大麦に課していた輸出関税を撤廃した。

政府は国内価格の上昇を抑えるため 07 年 10 月から小麦に 10%、大麦に 30%の輸出関税

を賦課していた。さらに 08 年 1 月には小麦価格の世界的な高騰を受けて小麦の輸出関税

を 40%へ引き上げた（ただし大麦は 30%で据え置かれた）。 

 

ロシアの 2007/08 年度（7月～6月）の穀物輸出は 1265万トン、うち小麦 1160万トン

に達した模様である。08/09年度は小麦だけで 1500～1600万トンに上ると見られる。 

 

メドベージェフ大統領は洞爺湖サミットに参加し、7 月 9 日に G8 首脳に対して「穀物

サミット」の開催を呼び掛けた。かれは「ロシアは長期的に農業投資を拡大し、穀物を増

産して国内市場にも世界市場にも供給し、世界の食糧危機を解決する用意がある」との決

意を表明した7。 

 

次は、中国である。中国は 2008年 11月 13日、穀物の輸出関税を引き下げることを発

表し、12月 1日から実施した。主要品目の税率は以下の通りである。 

 

 

 

 

 

                                                  
6 『日本経済新聞』2008年 6月 8日. 
7 Reuters, July 9, 2008. 
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             改定前     改定後 

小麦            20%           3%       

大麦                       20               0  

トウモロコシ                5               0 

コメ（モミ米、玄米）        5               3  

コウリャン                  5               0 

大豆                        5               0 

 

中国は 2008 年 12 月から、コメ輸出を再開した。トウモロコシは 500 万トンの輸出許

可証が発給されるとの未確認情報が流れたが、市場では輸出量は多くて 250万トン程度と

推測されている。 

 

ちなみに中国は 2007年 12月 30日に、08年 1月から 1年間の暫定措置として、コメ、

トウモロコシ、小麦、大豆などの穀物と穀物加工品に 15～25%の輸出関税を課すことを発

表していた。国内供給を増やし食品価格の高騰に歯止めをかけるのが狙いであった。税率

はコメ、トウモロコシ、大豆が 5%、麦類が 20%であった。 

 

中国では 2007 年 11 月の消費者物価指数（CPI）が前年同月比 6.9%上昇したが、食品

類は 18.2%上昇と全体を押し上げる形になり、政権内部では国民の値上がりに対する不満

を招くことが懸念されていた。 

 

アルゼンチンのフェルナンデス大統領は 2008年 12月 22日、小麦とトウモロコシの輸

出税（課徴金）を 5%引き下げることを発表した。一方で、大豆に輸出税は現行の 35%を

据え置いた。生産者は輸出税が 30%へ引き下げられることを強く望んでいたから、この決

定に対し落胆と不満を募らせている8。 

 

アルゼンチン政府は大豆を丸豆で輸出するのではなく、大豆を国内で加工し、製品の大

豆ミールと大豆油を輸出する政策を推進してきた。なぜなら国内の雇用を増やし、搾油業

者は加工マージンを得られるからである。 

 

一方、ブラジルは大豆（丸豆）でも大豆ミールや大豆油でも、輸出できればよい。外貨

収入が増えるのはいいことだという考えを変えていないようだ。 

 

インドは 2008年 10月 15日にトウモロコシの輸出禁止を解除し、トウモロコシ輸出を

再開した。 

                                                  
8 Newedge, “Daily Grain Review”, December 22, 2008. 
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７） 穀物輸入国の対応 

輸出規制に踏み切る国が増えたとき、輸入国はこの状況にどのように対応したのだろう

か。かれらは、（1）輸出規制を敷いていない、（2）輸出余力のある、（3）穀物を競争力の

ある価格で輸出できる国から、穀物を購入した。その国とはどこだったのか。アメリカで

あった。 

 

輸出規制の実施は世界穀物市場におけるアメリカの地位を鮮明にした。その地位とは何

か。アメリカが不動のレジデュアル・サプライヤー（最後の供給者、供給の最後の拠り所）

であることである。 

 

穀物輸入国の多くはアメリカの供給力に依存している。他方、アメリカはレジュデュア

ル・サプライヤーとして、輸入国が最終的に必要とする穀物をすべて供給する9。穀物のレ

ジデュアル・サプライヤーは、かつてサウジアラビアが原油市場ではたしていた原油のス

イング・プロデューサー（調整産油国）と同じ役割を担っている10。 

 

アメリカの市場はオープンだから市場価格を払いさえすれば、どこの誰でも穀物を必要

なだけ買い付けることができる。国内の消費者と輸入国の消費者の間に何の区別もない。

すべての国々の消費者が同列に扱われる。アメリカの存在を欠かすことができないのは、

これが最大の理由である。アメリカの存在がなければ、穀物貿易体制そのものが成り立た

ないのだ。 

 

さて世界の穀物生産（07/08年度）は、総計 25億 1042万トンである。内訳は小麦が 6

億 1019トン、粗粒穀物（トウモロコシ、大麦、コウリャン、オート麦など）が 10億 7758

万トン（うちトウモロコシ 7 億 9149 万トン）、コメ 4 億 3131 万トン、油糧種子（大豆、

菜種、ひまわり、綿実など）が 3 億 9134 万トン（うち大豆 2 億 2089 万トン）である。

全輸出は 3億 6215万トンで、生産量の 14.4%を占めている。 

 

これに対し、アメリカの小麦生産高は 5582万トンで、世界生産の 9.1%に相当するに過

ぎない。しかし輸出は 3440 万トンで、世界輸出 1 億 1538 万トンの 29.7%を占める。ト

ウモロコシ生産高は 3億 3118万トンで、世界生産の 41.8 %を賄う。輸出は 6188万トン

で、世界輸出 9547万トンの 64.8%をカバーする。大豆の生産高は 7285万トンで、世界生

産の 33.0%を占める。輸出は 3160 万トンで、世界輸出 7948 万トンの 39.8%を賄ってい

る11。 

 

                                                  
9 茅野信行『前掲書』p.43. 
10 Paul Erdman, “What’s Next?”, Doubleday, New York, 1988, p.105. 
11 USDA, WASDE, January 12, 2009.  
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ちなみに代表的なトウモロコシ輸入国である日本は 1661万トン、韓国は 932万トン、

台湾は 285万トンで、計 2878万トンを買い付ける。アメリカのトウモロコシ輸出の 46.5%

はこれら 3ヵ国向けである。このようにアメリカは輸出市場において圧倒的な供給力を誇

っている。 

 

アメリカは自由貿易（輸出規制を行わない）を国是としている。07/08 年度の価格高騰

場面で輸出規制に踏み切ったのはアルゼンチン、ロシア、中国、インドなど、アメリカの

競合輸出国だった。トウモロコシは中国には輸出余力がなく、アルゼンチンには輸出登録

が停止されるリスクがある。とすれば、トウモロコシを恒常的に供給できる国はアメリカ

とブラジルだけである。 

 

日本の大豆搾油メーカーや配合飼料メーカーが価格高騰に苦しんだことは事実だが、ア

メリカがレジデュアル・サプライヤーの役割を果たし、小麦やトウモロコシを増産し供給

してくれたお陰で、日本はアメリカから必要な穀物をすべて調達できたのである。いずれ

にしても、アメリカが輸出余力を失えば、輸入国は深刻な打撃を受ける。 

 

これまで日本の研究者はこのような重大な事実に十分な注意を払ってきたとはいい難い。

穀物貿易の研究者が少ないからやむを得ないといわれればそれまでだが。 

 

８） 輸出規制の利益と不利益 

輸出規制に踏み切る国が増えた結果、利益を得た国と、不利益を被った国が出てきた。

利益を得た国の典型はアメリカとブラジルであり、不利益を被った国はロシア、中国、ア

ルゼンチンであった。 

 

穀物が高騰する中、世界中の輸入国はアメリカへ行き穀物を購入した。アメリカと競合

する穀物生産国が、輸出規制をせずに輸出を続けていたら、かれらは激しい価格競争にさ

らされることなく、貴重な外貨を獲得できたはずである。なぜなら、アメリカ産穀物が高

騰すれば輸出は減るが、この減少分は、本来は、他の輸出国が安い代替穀物で埋め合わせ

をつけるはずである。 

 

08 年度後半になって輸出規制を解除した国からの輸出が増加したことは間違いないが、

ロイターやブルームバーグの速報ではまだ確認できない。輸出統計が発表されるまでに時

間がかかるからである。 

 

さて米国農務省が 2008年 11月 26日に発表した農業収入予想を見ると、農家の収入が

急増していることがはっきりする。農家の 08 年（暦年）の正味収入は 869 億ドルで、こ
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れまでの最高を更新するが、07年の 868億ドルとほとんど同じ水準である。しかし 09年

は世界的な景気後退によって穀物価格が値下がりしているため、前年比で減少に転ずる公

算が大きい。 

 

金融危機の影響でトウモロコシ価格が 2008年 6～7月につけた過去最高から、約半値ま

で落ち込んだだけでなく、新興国でも食肉や酪製品の需要の伸びが鈍化し始めた。このた

め農作物や家畜の販売による 2934億ドルと、前年比 14%増にとどまる。農作物や家畜の

飼育にかかる経費は過去最大の 2925億ドルで、同 15%膨らむ予想である12。 

 

これに対し、アメリカの食品小売価格は 2007年に比べ 5～6%上昇すると予想される。

個人の実質所得が伸び悩む中、卵、シリアル、食用油など生活必需品の値上がりが目立っ

ている。 

 

2008年の農家収入には、2つの要素が影響を与えた。第一に、農作物の価格は急騰した

が、生産コストの値上がりによって相殺された。農作物の生産高は 1810億ドルで、07年

の記録を 300億ドル、20%上回る見込みである。第二に、現在の穀物価格と投入コストか

ら見ると、綿花、特殊作物、畜産経営部門では、収入が減少しそうである。穀物や油糧種

子の市況とは違い、農家収入は 07年に比べると伸び悩むことが考えられる。 

 

生産額を見ると、食糧穀物（food grains）が 06年 91億ドル、07年 128億ドル、08年

192億ドルである。一方、飼料作物（feed crop）は 06年 294億ドル、07年 425億ドル、

08 年 602 億ドルと倍々ゲームで増加している。明らかに小麦とトウモロコシの値上がり

を反映していると思われる。 

 

むすび 

2007年から 08年にかけて実施された穀物の輸出規制は、需給実態から判断するかぎり、

しないでも済ませられたと考えられる。穀物需給は逼迫していたが、08年の年間最高価格

がこれまでの史上最高価格を大幅に上回ることは予想できなかった。それにもかかわらず、

ドル安と投機資金の流入によって、穀物市場で異常な価格高騰が引き起こされ、各国政府

をあわてさせた。そこで各国政府は価格の高騰を抑え、インフレを未然に防止するため、

穀物を増産し国内供給を増やすことに力を入れた。それだけでは不十分と考えたのか、さ

らに輸出禁止、輸出関税の賦課、輸出枠の設定などの措置をとった。かれらがこれらの措

置を講ずることは必ずしも賢明とはいえないが、止むにやまれぬ事態であったことは認め

ないわけにはいかないだろう。 

                                                  
12 USDA, “Agricultural Income and Finance Outlook”, ERS (Economic Research Service) Report, December, 2008, 

p.5及び『日本経済新聞』2008年 12月 18日. 
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けれども問題は、輸出規制をする必要のない国までが我先にと規制に踏み切ったことで

ある。輸出規制という政策は感染力が強いから、直ちに世界中へ広がり感染症を引き起こ

す。穀物価格がもっと上昇するのではないかとの不安に駆られた輸入国は、輸出制限のな

い自由なアメリカ市場へ行き、必要な穀物をすべて高値で買い付けた。つまり各国の輸出

規制は輸入国をレジデュアル・サプライヤーであるアメリカへ追いやっただけであった。 

  

一方、輸出規制に走った国々は、かれらが信用できない供給国であるという烙印を押さ

れた。たとえばロシアは輸出規制をして小麦価格を押し上げたが、価格高騰のベニフィッ

トはアメリカの農家が享受した。なぜなら、ロシアは小麦相場が下落してから、その小麦

を国際市場で安く販売せざるを得なかったからである。アルゼンチンの農家は、政府がト

ウモロコシや大豆に対し輸出税を課していたため、価格高騰という恩恵の一部を受けるに

とどまった。中国については判断が難しい。だが全般的な穀物高騰下にあって、3780万ト

ンという過去最高の大豆輸入を行った。おそらく中国の搾油業者は相応の高値による購入

を余儀なくされたはずである。 

 

さて穀物市場では価格高騰は供給増大の呼び水になる。中国では 07年、08年と 2年連

続してトウモロコシが豊作になった。このため在庫が積み増しされ、09年には輸出が再開

されることが予想される。ベトナムのコメも然り、ミヤンマーのコメも然り。需要を上回

る供給が作り出されれば、価格が下落するのは道理である。ちなみに 08年 11月 18日の

大連商品交易所のトウモロコシ価格（5 月限）はトン当たり 234.00 ドル、大豆は 472.40

ドル、鄭州商品交易所の小麦は 290.85 ドルであった。アメリカ産の小麦とトウモロコシ

は、中国産より 30%安い。中国が輸出を増やすには輸出奨励金の給付が必要になるはずで

ある。 

 

発展途上国が穀物を増産して自給を達成することは慶賀すべきことである。しかし、ひ

とたび自給が達成され、輸出余力を持つようになったらどうなるのか。世界市場へ競争力

のある価格で販売しなければならない。この場合、ベンチマーク（比較基準）を提示する

のはアメリカである。小麦もトウモロコシも大豆も、アメリカと同じ品質、同じ価格、同

じ条件でなければ競争に負ける。そうでなければ、価格を割引いて販売するよりほか方法

はない。穀物市場を制するのは価格競争力だからである。穀物輸出規制は、結局のところ、

アメリカの供給力と重要性を輸入国に知らしめただけに終わったのである。 
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［付表］世界のコメ生産と輸出 

年   度 05/06 06/07 07/08（予測） 08/09（計画） 

 生産 輸出 生産 輸出 生産 輸出 生産 輸出 

中   国 12,641 122 12,720 134 13,022 100 13,510 130 

アメリカ 711 366 627 292 634 345 652 323 

イ ン ド 9,179 469 9,335 550 9,643 410 9,750 250 

インドネシア 3,496 0 3,530 0 3,580 0 3,625 0 

韓    国 477 22 468 16 441 0 484 0 

日    本 826 20 779 20 793 20 800 20 

ベトナム 2,277 471 2,292 452 2,438 465 2,350 520 

フィリピン 982 0 978 0 1,008 0 1,020 0 

タ    イ 1,820 738 1,825 956 1,930 1,000 1,950 950 

ミャンマー 1,044 5 1,060 3 1,073 45 980 26 

パキスタン 555 366 545 284 570 300 630 400 

エジプト 414 96 438 121 439 45 439 80 

ブラジル 787 28 770 24 820 45 830 30 

欧州連合 27 173 16 169 15 168 15 159 15 

ナイジェリア 270 0 290 0 300 0 330 0 

世 界 計 41,760 3,016 42,063 3,135 43,131 3,042 43,908 2,977 

（出所）米国農務省、2009年 1月 12日発表。  

（ 注 ）玄米ベース。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




